
岐阜市文化財保護費補助金交付要綱 

令和2年5月18日決裁 

 

 （趣旨） 

第1条 この要綱は、文化財保護法（昭和25年法律第214号。以下「法」という。）及び岐阜県

文化財保護条例（昭和29年岐阜県条例第37号。以下「県条例」という。）並びに岐阜市文化

財保護条例（昭和52年岐阜市条例第17号。以下「市条例」という。）の規定に基づき、本市

における文化財の管理、修理、治療、修景又は復旧（以下「文化財の保存」という。）その

他文化財の保存に要する経費に対して交付する補助金（以下「補助金」という。）について、

岐阜市補助金等交付規則（平成10年岐阜市規則第55号。以下「規則」という。）に定めるも

ののほか、必要な事項を定めるものとする。 

（補助事業） 

第2条 補助金の交付対象となる事業（以下「補助事業」という。）は、市内にある指定、選

定又は登録した文化財の保存及び活用を目的として行われる事業で別表に掲げるものとする。 

 （補助対象者） 

第3条 補助金の交付対象となる者は、当該文化財の所有者、管理責任者、保持者又は保持団

体とする。 

（補助対象経費） 

第4条 補助金の交付対象となる経費（以下「補助対象経費」という。）は、別表に掲げる補

助事業に要する経費とする。 

（補助金の額） 

第5条 補助金の額は、別表に定める額とし、予算の範囲内で交付する。 

（補助金の交付の申請） 

第6条 補助金の交付を受けようとする者は、規則第4条に規定する補助金等交付申請書に次に

掲げる書類を添えて、市長に提出しなければならない。 

(1) 見積書  

(2) 事業着手前の写真 

2 規則第4条第1号に定める事業計画書の様式は、様式第1号とする。 

3 規則第4条第2号に定める収支予算書の様式は、様式第2号とする。 

 （実績報告） 

第7条 補助金の交付の決定を受けた者は、補助事業が完了したときは、規則第15条に規定す

る補助事業等実績報告書に次に掲げる書類を添えて、補助事業が完了した日から1月を経過

した日又は補助事業が完了した日の属する年度の3月31日のいずれか早い日までに、市長に

提出しなければならない。 

(1) 補助事業の経過並びに成果を証する書類及び写真 



(2) 領収書、振込書の写しその他の補助対象経費を支出したことを証する書類 

2 規則第15条第2号に定める収支決算書の様式は、様式第3号とする。 

 （その他） 

第8条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、別に定める。 

   附 則 

 この要綱は、令和2年5月18日から施行し、令和2年度の補助事業から適用する。 

  



別表（第4条、第5条関係） 

補助事業 
補助金の額 

区分 文化財の種類 事業の内容 

法の規定によ

り指定、選定

又は登録した

文化財 

重要文化財 管理（防災設備及び環境整備に必

要な施設の整備又は設置を含む。

以下同じ。）、修理、治療、復旧

及び公開 

補助対象経費（当

該経費の合計額は

10万円以上とす

る。以下同じ。）

から国庫補助金を

差引いた額の3分

の1に相当する額 

史跡 

天然記念物 

登録有形文化財 修理のための設計監理 

重要民俗文化財 修理及び補充その他保存 

重要文化的景観 重要な構成要素である物件の管

理、修理、修景又は復旧 

補助対象経費の2

分の1に相当する

額 

県条例の規定

により指定し

た文化財 

重要文化財 管理、修理、治療、復旧及び公開 補助対象経費の4

分の3に相当する

額 

史跡 

天然記念物 

重要民俗文化財 修理及び補充その他保存 

市条例の規定

により指定し

た文化財 

重要文化財 管理、修理、治療、復旧及び公開 補助対象経費の2

分の1に相当する

額 

史跡 

天然記念物 

重要民俗文化財 修理及び補充その他保存 

 

 

  



様式第1号（第6条関係） 

事 業 計 画 書 

1 文化財の名称   

2 文化財の種類   

3  文化財の所有

者、管理責任者、

保持者等 

住所又は事務

所の所在地 
  

氏名又は名称   

4 事業の名称   

5 事業の目的及び内容   

6 事業費の総額 円 

7 市補助金 円 

8 事業経費の区分 

主たる事業費 円 

附 帯 工 事 費 円 

その他の経費 円 

9 直営請負の区分 直営・一部請負・全部請負 

10 事業着手予定日   年   月   日 

11 事業完了予定日 年   月   日 

12 その他参考となる事項   

備考 

1 工事設計書、実施明細書及び関係図面を添付すること。 

2 第4条別表に規定する補助事業ごとに事業計画書を作成すること。 

 

 

 

 

  



様式第2号（第6条関係） 

収 支 予 算 書 

収 入                                             （単位：円） 

区 分 
本 年 度 

予 算 額 

前 年 度 

予 算 額 

比 較 
備 考 

増 減 

市 補 助 金           

補助事業者           

そ の 他           

計           

支 出                                             （単位：円） 

区 分 
本 年 度 

予 算 額 

前 年 度 

予 算 額 

比 較 
備 考 

増 減 

            

            

            

            

            

計           

 

 

 

 



様式第3号（第7条関係） 

収 支 決 算 書 

収 入                                             （単位：円） 

区 分 
本 年 度 

決 算 額 

前 年 度 

決 算 額 

比 較 
備 考 

増 減 

市 補 助 金           

補 助 事 業 者           

そ の 他           

計           

支 出                                             （単位：円） 

区 分 
本 年 度 

決 算 額 

前 年 度 

決 算 額 

比 較 
備 考 

増 減 

            

            

            

            

            

計           

 

 

 


